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“所得制限廃止　対象１８歳まで”に向けて“所得制限廃止　対象１８歳まで”に向けて

　９３年第１回定例会に上程された予算案に「乳幼
児医療費制度の検討調査」の予算が計上され、９４
年第２回定例会で、９５年１月から０歳時を対象に制
度を導入する事が市長から示されました。続く第
３回定例会で「横浜市乳幼児の医療費助成に関す
る条例の制定」が提案され、第一歩を踏み出しま
した。

　発端は１９９２年９月２２日の市会第３回定例会で
公明党が「３歳未満時の医療費無料化を横浜市
においても実施すべきである」と主張したことで
す。市会で小児医療費無料化は初の提案でした。
しかし、当時の市長は、“実施する考えのない”意
味合いである「今後研究を…」と答弁するにとど
まっていました。

来、公明は一貫して制度の拡充を求め、対象年齢
は段階的の拡充され、２０１９年４月に中学３年生ま
でとなりました。同時に対象世帯の所得制限緩和
も求め続け、９７年、０６年に緩和が実現。昨年４月か
ら１・２歳時保護者の所得制限をなくし、新たに対
象となる方（所得が「児童手当旧基準」以上）は通
院１回の上限額が５００円になりました。（薬局と入
院は全額助成）。今後も、医療費助成の対象を１８

歳までとし、所得
制限の廃止、一
部負担金を全額
助成へと拡充す
ることを目指し、
全力で取り組み
ます。

　当時から公明党は、出生率が1.５３人から減少
傾向にあることに着目し、子どもを安心して産み
育てられる環境整備が必要であり、まずは、「３歳
位までの乳幼児期の健康を守ることが必要」と主
張。乳幼児医療費助成制度の導入には、単に議会
質問に留まらず、市長との喧々諤々の議論や担当
局との厳しい折衝の積み重ねがありました。以

小児医療費助成の対象（令和３年４月１日~）
歳２~歳１歳0齢年 3歳~小学３年生 小学４~中学３年生

成助額全税課非
通院１回500円までの負
入院、院外薬局は全額助

通院１回500円までの負担
入院、院外薬局は全額助

助成内容
全額助成 全額助成所得制限額未満 課税

外象対上以額限制得所

全額助成

院通・院入象対成助
りあしな限制得所

公明党横浜市会議員団の
                粘り強い取り組み

小児医療費助成制度拡充について小児医療費助成制度拡充について

　現在、横浜市は、通院に係る小児医療費助成の
対象年齢が中学３年生まで拡充されています。こ
の小児医療費助成制度の導入には、公明党横浜市
会議員団の粘り強い取り組みがありました。

発端は１９９２年横浜市会第3回定例会から
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横浜市内のお店のレシート投稿だけで最大２０％還元「レジ活」横浜市内のお店のレシート投稿だけで最大２０％還元「レジ活」

 

横浜市から国へ「子どもの医療費助成の充実」を要望

地方自治体間の差異をなくしナショナル・ミニ
マムの保障として、国の主導による全国的な実
施が必要。同じ医療を受けても、居住地や住所
地によって自己負担に差があり、不公平感が生
じているため、全国一律の負担軽減制度が必要。
｠

　横浜市では、国における毎年度の予算編成に向
けて、市長が関係大臣等に対して、国の制度や予
算に関する提案・要望を行っています。国と連携
して、市民生活の向上や横浜の持続的な成長・発
展に必要な施策を着実に進めていけるよう、基礎
自治体の「現場力」と大都市の「総合力」を併せ
持つ横浜市ならではの視点に立った提案・要望を
行っています。
（以下令和４年度子ども医療費部分）

　国を挙げて子どもを産み育てやすい社会の
実現に向けて取り組む中、子どもの医療費助成
は、子育て世代の家庭の経済的負担を軽減する
ことによって、子どもたちが医療機関に受診し
やすい環境を築くための重要な施策。本来は、

【２】長期的に安定した全国一律の負担軽減制
度設計となるよう、国と地方自治体が共同で検
討を行う体制の構築

【要望事項】
【１】全ての子どもが、全国どこに住んでも安心
して必要な医療を受けられるよう、子どもの医
療費に関する全国一律の負担軽減制度の構築

 横浜市内のお店
のレシート投稿だ
けで最20％還元２
つの「レシ活」 が
８月２６日からス
タート。市民生活
の支援と、市内事
業者の利用促進
による横浜経済の
振興を図るため、
スマートフォンア
プリを活用して、
市内事業者が発
行したレシートの
利用金額に応じ、
最大20％のポイ
ント還元を行う
キャンペーンとし
て、２つの「レジ
活」がスタートし
ます。

●「レシ活チャレンジ第２弾」
（レシートを活用した市内飲食店利用促
進事業）

●「レジ活 VALUE（バリュー）」
（レシートを活用した市民・事業者支援
事業）

◆子どもの医療費に関して、本来国の責任で全国一律の負担軽減制度を構築することが必要

※「レシ活 VALUE」では、郵送での申請受付も行います。


